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本日は、2025年の新潟県の社会経済を、このたび開
発した新潟県計量経済モデルを用いて予測した結果を
報告させていただきます。
計量経済モデルをご存知ない方もいらっしゃると思
いますので、最初に、仮説例で計量経済モデルの概要
を説明させていただきます。図表１をご覧ください。
モデルの想定の中に所得定義式があります。海外との
取引を除きますと、所得＝消費＋投資になると言えま
す。消費は所得によって決まりますので、消費関数式
は、消費＝1.5＋0.45×所得で表されます。モデルの中
で決定される変数を内生変数と言い、所得と消費にな
ります。また、モデルの外から与えられる変数を外生
変数と言い、投資が対応します。消費関数については、
私が作ったモデルでは、1975年から1998年までの新潟
県の各変数のデータを使っていますが、ラグを１年と
る式がありますので、実際は1976年からとなります。
それを最小２乗法という統計的手法を用いて、基礎消
費にあたる1.5と限界消費性向0.45が決まります。つま
り、所得が１万円増えれば、4,500円の消費が増えると
いう関係です。最小２乗法は、回帰分析という用語が
使われることもあります。
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の雑誌などを見ると、結論としては、ITを使って、自
分から情報発信した効果よりは、他人が一生懸命IT投
資したことをうまく利用する方がよほど効果が高いと
いえるのです。日経新聞には、1980年から1998年の間
の日本の産業の生産性上昇や成長の要因は、その61％
が外部効果であるとの記事が載っています。
ここで言っている外部効果とは、他人がIT投資した
効果を自分が利用したことが、成長要因の61％を占め
たという意味です。自らのIT投資の効果は自分の成長
や生産性向上要因の20％も無いのです。後は、労働生
産性や資本のストックが若干効果を上げたという内容
です。
イギリスの雑誌にも載っていました。大企業に対す
るヒアリング調査の結果、IT化の恩恵を一番感じたの
は、IT投資をして商売をはじめた人ではなく、GEやゼ
ネラルモーターズといった既存の大手企業が事務効率
化に役立ったといった回答が多かったのです。
そこで、IT化を自ら打って出るものに使うのか、他
人が打って出たものをうまく利用するのかを決めるべ
きです。お勧めとしては、他人がやったことをうまく
利用する方からIT化を考えた方がいいと思います。ま
た、攻めるのは後でもいいと思います。この中に、IT
化はまだで、遅れたと考えている方がおられたら、ま
だまだ手遅れではありません。皆がやっていることを
うまく真似してやればいいのです。これが今のところ
の状況です。
例えば、アメリカに鉄道ができた時に、最も初期の
段階で恩恵を受けたのは国民です。新製品の歴史を見
ても、はじめのメリットは消費者にくるのです。それ
から後に、鉄道会社が儲かるようになっていくのです。
現実に、鉄道ができた２、30年の間に、幾つもの鉄道
会社が倒産しています。サービスを提供した方が倒産
しているのです。IT化も同じです。利用する消費者に
メリットがあり、提供する方は四苦八苦している状況
だと思います。
IT化と一言で済ますのではなく、何のIT化をするの
かを考える必要があります。また、資本を装備しても
使う人がいなければ宝の持ち腐れで、設備投資をする
からには、それをうまく使う人材がいなければ、何の
効果も無いことになります。
時間が無くなってきましたので、後はパネルディス
カッションの場を通じて、若干の補足をさせていただ
きたいと思います。要は、人を育てること、IT化はま
だ遅れていないことを皆さんの頭に入れていただきた
いと思います。その２点に、私の話を集約させていた
だきます。以上で、終わりにします。どうもありがと
うございました。
厳しい新潟経済の先行き
－大胆なシミュレーションが示す地域の未来像－
長岡大学助教授　　　鯉江　康正
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9ここで、消費関数を所得定義式に代入すると、所
得＝（1.5＋0.45×所得）＋投資になり、これを整理す
ると、所得＝2.7273＋1.8182×投資という形になりま
す。ここで、仮に投資を公共投資と考え、3.5兆円と仮
定すると、所得＝2.7273＋1.8182×3.5＝9.091兆円にな
ります。さらに、消費＝1.5＋0.45×9.091兆円＝5.59兆
円と決まります。
この仮説例では、投資は外生変数ですから、積極的
公共投資を実施したと想定し、投資を４兆円とすると、
所得は10兆円になり、消費は６兆円と予測されます。
つまり、モデルの外生変数である投資の額を0.5兆円増
加させることによって、所得が9 ,100億円、消費が
4,100億円増加するわけです。よく新聞等で、積極的公
共投資をして、景気を上向かせると言っているのは、
こういったメカニズムなのです。
新潟県モデルで扱われる変数は、人口や世帯、就業、
従業、総生産、支出、所得、民間投資、民間企業資本
ストック、公的投資、社会資本ストック、宅地関連変
数に加え、電力関連変数、ごみ関連変数です。新潟県
は電力供給県であり、環境を考えた時に、電力がどう
なるのかが大きな要因になりますのでモデルに含めま
した。また、現在、ゴミ問題が深刻化していますので
ゴミ関連変数も含めました。これらの変数以外では、
財政破綻が囁かれていますので財政関連変数も扱って
おります。さらに、全国の経済動向を示す変数などが
外生変数という形で含まれております。仮説例でお示
しした消費に当たるような推定式が61本、定義式が10
本あり、合計71本の方程式によって構成されるモデル
です。この内生変数71に加え、外生変数が20あり、合
計91の変数を使っています。
実際のモデルの形については、本日お配りした、長
岡大学地域研究センター2001年度年報『地域研究　創
刊号（通巻11号）』の33ページ以下をご覧ください。
モデル一覧は、地域計量モデルを専門にしている我々
には興味があるのですが、特に、そうではない本学の
職員などは、私の論文も含めて、宇宙人が書いたよう
だと言います。言語が違う国の人が書いていると言わ
れるほど、数字の羅列になっています。興味のある方
モデルの想定
所得定義式：所得＝消費＋投資
消費関数：　消費＝１．５＋０．４５×所得
内生変数（モデルの中で決定される変数）：所得、消費
外生変数（モデルの外から与えられる変数）：投資
消費関数：過去のデータから最小２乗法という統計的手法を用いて、
基礎消費１．５と限界消費性向０．４５が決まる。
回帰分析という用語が使われることもある。
ここで、消費関数を所得定義式に代入すると
所得＝（１．５＋０．４５×所得）＋投資
であり、これを整理すると
所得＝２．７２７３＋１．８１８２×投資
となる。
投資＝３．５兆円と仮定すると、
所得＝２．７２７３＋１．８１８２×３．５＝９．０９１兆円
消費＝１．５＋０．４５×９．０９１（所得）＝５．５９兆円
と予測される。積極的公共投資を実施して、投資を４兆円とすると、
所得＝１０．００兆円、消費＝６．００兆円　
と予測される。つまり、投資を０．５兆円増加させることによって、所得が０．９１兆円、
消費が０．４１兆円増加する。
図表１　計量経済モデルの基本的考え方（仮説例）
は、変数一覧と対応させてみていただくと面白いと思
います。
このモデルを使って行なった予測結果をこれからご
紹介したいと思います。まず、予測をするためにはケ
ース想定が必要になりますので、図表２をご覧くださ
い。本シミュレーションにおける政策変数、つまり外
生変数で変更する変数は、ケース別公的投資になりま
す。1976年から1998年の間に、年平均増加率4.38％で
公的投資は増えてきました。これに対して、1998年か
ら2025年の年平均増加率は、基本ケースが1.5％となっ
ております。ケース１は1.1％、ケース２は1.8％、ケ
ース３は、公的投資の総額において基本ケースと同じ
で、生活関連分野に重点投資しています。つまり、道
路や産業などの投資額を10％削減し、その分を教育や
環境などの生活関連に重点的に投資するケースがケー
ス３に対応します。
基本ケースを含めて４つのケースのシミュレーショ
ンにより、将来の新潟県がどうなるのかを検討しまし
た。まず、図表３をご覧ください。これは人口の推移
を見たものです。新潟県の人口は、現在約250万人弱
です。1998年の人口は249万1,000人でしたが、2025年
には、基本ケースが227万5,000人、ケース１が220万
5,000人、ケース２が234万9,000人、ケース３が232万
7,000人です。いずれにしても現在より減少します。こ
こで注意しておきたいのは、生活関連投資に重点を置
くケース３は、基本ケースよりも人口が多くなります。
就業率については、図表4をご覧ください。就業者
数は人口減少によって、各ケース共、現在よりも減少
することが予想されます。1998年の就業率は52.87％で、
各ケース共、就業率は高まらない結果になります。
2025年には、基本ケースで51 .95％、ケース１で
51.22％、ケース２で52.66％、ケース３で52.40％とな
っています。1998年の約53％から、52％前後になり、
約１％ほど就業率が下がります。単純に考えると、失
業率が１％上がることになるので、非常に問題になり
ます。ただし、必ずしもそうは言えない場合もありま
す。この就業率は人口に対するもので、今後、高齢化
が進んでくると、65、70歳の方はリタイヤしていくわ
けです。実際には、80から90歳まで生きられることを
考えると、高齢者を除けば、当然就業率は高まってき
ます。つまり、全体の人口が減少し、高齢化が進むた
め、見かけ上失業が増えるように見えますが、実際に
はそんなに増えてはいかないと言えます。
実質県内総生産の推移を見るために、図表５をご覧
ください。県内総生産の1976年から1998年の実質成長
率は3.09％です。これに対して、1998年から2025年の
実質成長率は、基本ケースで1.0％、ケース１で0.8％、
ケース２で1.2％、ケース３で1.1％と予測されます。
ケース３では、道路関連投資や産業関連投資が減少
し、生活関連に重点投資しているため、当初は基本ケ
ースを下回ります。ところが、生活環境を良くするこ
とに投資しますので、総数としての人口は減少します
が、人口がその地域に相対的に定着します。そのため
就業への良い影響が出てくると言えます。人口が定着
すると需要が増えますので、消費も増え、生産も活発
化します。つまり、短期的には公共投資をして、経済
を上向かせることもいいのですが、長期的に見ると、
生活関連を良くして、人を定着させる方がいいと言え
ます。結果的に、当初は基本ケースの方が景気が上向
きになりますが、2025年には逆転するということです。
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投資をうまく配分することによって、持続可能な成
長社会がある程度実現できると言えます。そのことか
ら、人口定着政策が県の経済発展の重要な要因になる
ことが１つのキーポイントになると思います。この結
果はモデルを使って予測したものですから、何も小泉
首相や竹中経済財政担当大臣を喜ばせるためのもので
はありません。そこのところはご理解ください。
続いて、図表６および図表７をご覧ください。これ
は実質民間最終消費支出の推移を示したものです。最
近冷え込んでいると言われている消費についてです。
1992年前後のバブル崩壊後、消費支出の成長率を見る
と、1976年から1992年の年平均成長率は、2.49％です。
1992年から1998年では0.77％です。この間、毎年1.5％
の違いがあると言えます。1998年から2025年では、基
本ケースで0.53％、ケース１で0.34％、ケース２で
0.73％、ケース３で0.62％です。今後も消費は低水準
で推移すると見ることができます。過去のように、実
質２～３％も延びていく時代はおそらく来ません。そ
れは公共投資を10％増やしたとしても、それほどは増
えないと思います。
人口１人当たりの民間最終消費支出を見ますと、
1976年から1992年の成長率は2.3％です。1992年から
1998年では0.68％と、同じように低い数字になってい
ます。1998年から2025年の年平均成長率は、基本ケー
スで0.87％、ケース１で0.79％、ケース２で0.95％、ケ
ース３で0.88％となります。ケース３がケース２より
若干低いのは、投資が少ないためです。人口１人当た
りでみると、バブル崩壊後の数年より高い成長率にな
っています。つまり、人口１人当たりでは消費は伸び
ていきます。ただし、今後は人口総数が伸びませんの
で、パイは大きくならないのが経済の形だと思います。
次に、発電電力量、使用電力量の推移に入ります。
図表８をご覧ください。この図でお分かりのように、
新潟県は1975年から1985年の発電電力量がほぼ横ばい
になっています。それ以降、いくつかの段差は見られ
ますが、急激に伸びて来ました。これは、ご存知のよ
うに、柏崎刈羽原子力発電所ができた時に、大きく伸
びている構造になっています。新潟県の発電電力量の
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伸びは、1976年から1998年では年平均7.58％と、大変
な勢いで伸びています。
このシミュレーションでは、今後新たな電力施設は
建設されないと想定していますので、1998年から2025
年の発電電力量の年平均増加率は、基本ケースが
1.37％、ケース１が1.21％、ケース２が1.53％、ケース
３が1.43％と予測されます。
続いて、図表９をご覧ください。新潟県で作ってい
る電気を発電電力量と言ったわけですが、今度は使用
している電力量についてです。皆さんが使用している
電力は東北電力から供給されていますが、新潟で主に
作っている電力は東京電力の電気です。例えば、東京
の山の手線を動かすために、新潟県で発電して送って
いるのが現状です。
新潟県の使用電力量は、1976年から1998年の年平均
増加率は1.07％で、途中で落ち込んでいるところもあ
りますが、平均すると、非常に緩やかな増加になって
います。将来は、基本ケースでは0.12％の増加に留ま
り、公共投資を10％減らしたケース１では、様々な産
業に影響を及ぼしますのでマイナス0.0％、つまり横ば
い状況になります。ケース２が0.25％、ケース３が
0.18％と予想されます。電力については、使用量はほ
とんど増加しないと考えられます。新潟県は電力供給
県のため、発電量は国全体の需要動向に影響されます
ので、より環境に配慮した技術の開発が望まれると言
えます。
図表10をご覧ください。もう１つの問題であるゴミ
関連についてです。ゴミ処理量は過去よりも増加速度
が落ちる傾向にあります。実績を見ると、焼却処理量
は1976年の年間50万トンが1998年には85万2,000トンに
まで増加しました。しかし、2025年には基本ケースで
83万トンに留まります。この間、リサイクルの推進や
14
15
環境保全投資の充実によって、環境問題への対応が可
能になってくると想定されますので、燃やさなければ
ならないゴミの量はそれほど増えてこないと言えます。
それを見たものが図表11になります。１番右にある
白い部分が資源化処理量です。いわゆるゴミを集めて
再資源化した割合です。1976年は1.3％とほとんどあり
ませんが、1998年は９ポイントほど増加して10.3％に
なっています。2025年には、基本ケースで28.8％まで
資源化できると予測されます。ただし、ゴミ処理の問
題はそれだけでなく、燃やすことによるダイオキシン
の発生など別の問題を多く含んでいますので、それに
ついての検討は必要になってくると思います。
次に、人口１人当たりの名目県債残高の推移を見た
のが図表12です。グラフを見ると、1975年から1994年
くらいまでは緩やかに伸び、その後に急激に伸びてい
るのが一目瞭然です。そのため景気が悪いからと、ど
んどん投資をしてしまうと赤字が増えていきます。ち
なみに2025年の基本ケースは、１人当たり240万円の
借金を持つ形になってしまいます。これについては、
県も財政効率化と言っていますが、財政再建が非常に
難しい状況がくると考えられます。したがって、従来
型の公的投資、経済成長、税収増加といったシナリオ
ではうまくいかないと思いますし、もっと違う新たな
行政の効率化策が検討される必要があると言えます。
最後に結論としてお話しします。以上のことから、
新潟県の将来はバラ色とは言えない状況にあると思い
ます。これは我が国においても同様です。今、県と国
の借金は666兆円もあります。対GNP費は128％です。
全国民が１年と３か月の間、何も飲まず食わずで働い
てやっと返せるだけの借金なのです。全国民とは０歳
児も含みますので、非常に厳しい状況です。
今後はいろいろな地域が競争して成長していかざる
を得ないのです。しかし、人口１人当たりの県民所得
や消費、従業者１人当たりの総生産は緩やかに高まっ
てきます。つまり、人口が減少する可能性が高いため
に、総数としての県内総生産や消費があまり伸びない
構造になるわけです。そのような状況にあるため、従
来型の公共投資や金融政策による成長促進策を採用す
るより、持続可能な社会を目指してコンパクトな社会
を形成していくことが重要だと思います。特に、生活
が真に豊かになるような方策の検討が必要になると思
います。それらについては今後の研究課題とさせてい
ただき、本日のご報告を終わりにさせていただきます。
どうもありがとうございました。
メーカー生き残りの作戦の秘策を考える
－制約理論（TOC）を使え－
長岡大学教授　　　原　陽一郎
昨年のシンポジウムでは、「製造業の変革の方向」
というテーマでお話をしました。これはマクロの視点
からでしたが、もっとミクロ的に見れば、もう少し厳
しい環境になるはずです。その中で、新潟あるいは長
岡がどのようにして勝ち残っていくかについて問題提
起したわけです。企業間競争は昔からありましたが、
最近では地域同士の競争になっています。しかも、そ
の競争がグローバルに展開されています。その中で、
本日は国内の製造業に焦点を絞って、どうすれば生き
残れるのかについて、若干の問題提起をさせていただ
きます。
お手元の資料はOHPのコピーです。地域研究（11号）
に内容は詳しく載せてあります。私が申し上げたいの
は、製造業はコストで勝負するのが基本だということ
です。コストを減らすために、まだまだやるべきこと
がたくさんあると考えています。日本の製造業は、世
界で最も強いと言われてきましたが、それでもまだや
り残していることや気がついていないことがあるとい
うことをお話ししたいと思っています。戦いに立ち向
かう闘志だけでは駄目で、理論や論理、知恵を結集し
ながら、トータルのコストを下げることが必要です。
また、日本に立地しているメリットが多くありますので、
それをどのように活用するかについてお話しします。
現在、国内の製造業にかかる圧力は２つあります。
１つは市場の変化です。その中で重要なのは、ニーズ
目次へ
